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医師需給推計について 
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１．医師の需要推計について  
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医師の需要推計方法 
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○ 医師の需要推計については、「（１）臨床に従事する医師」と「（２）臨床以外に従事
する医師」に分けて推計する。 

 
（１）臨床に従事する医師の推計方法について 

（推計方法） 

① 医療需要（入院；病床数、外来；患者数）  
あたりの医師数をもとに、医師の需要推計 

 を行う。 

② 現在の医療体制で、必要な医療サービス  
 について概ね提供できている前提に立ち、 
 現在の「医療需要あたり医師数」等を推計す 
 る。 （但し、労働時間については、現在と将 
 来で異なる値を用いることも検討（後述）） 

③ 入院医療の一般病床及び療養病床につ 
 いては、地域医療構想と同様の手法で医療  
 需要の将来推計を行い、推計結果に①を適 
 用して必要医師数（一般入院分）を推計する。 

 

④ 地域医療構想で将来推計を行っていない 
 医療需要（精神病床、外来医療等）について 
 は、現状分析等に基づく、一定の仮定に基づ 
 き推計を行う（仮定が複数ある場合には、複 
 数の推計値を「幅」として設定）。 

⑤ 医師数については、供給推計と同様に、 
仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事
量を0.8とする等）して推計する。 

（基本方針） 

 入院医療、外来医療、介護福祉を分けて推計を行う。 
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将来の 
医療需要 

医療需要 
あたり 

医師数 

○推計方法 

将来の医師
の需要推計 

入院医療（一般病床・療養病床（①）・精神病床※１ （②） ） 

地域医療構想等の
必要病床数（病床
の必要量）等 

病床あたり 

医師数※２ 

将来の医師の 

需要推計※３ 

※１  

 ○ 地域医療構想の将来の必要病床数（病床の必要量）の推計のうち、パターンＣ（注）による推計に基づく。 （2025年におい
て、高度急性期13.0万床、急性期40.0万床、回復期37.5万床、慢性期28.5万床、合計119.0万床。なお、将来（2025年）、介護
施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等で追加的に対応する患者数は29.7万人となるが、これは外来患者数に含む） 

 ○ 精神病床は、地域医療構想に含まれていないため、「精神科医療の機能分化と質の向上等に関する検討会」における「今
後の方向性に関する意見の整理」（平成24年6月28日）を踏まえ、入院期間別に３つ（３か月未満、３か月以上1年未満、１年
以上）に区分して推計する。なお、受療率は患者調査における直近の年齢階級別入院受療率に将来の人口構成の推移と
近年の受療率の年次推移（変化率）を年齢階級別に反映して将来推計を行う。 

  （注） 要件に該当する全ての二次医療圏は、パターンＢ（全ての二次医療圏において療養病床の入院受療率と全国最小値（県単位）との差を一定割合（全国
最大値（県単位）が全国中央値（県単位）にまで低下する割合）解消するとして推計）の目標入院受療率の達成年次を2030年（平成42年）とし、2025年（平成
37年）においては、2030年から比例的に逆算した入院受療率まで低下するとし、その他の二次医療圏は、2025年までにパターンＢの目標入院受療率まで低
下するとして、推計。） 

年 医師の需要推計 

 ２０１４ 166,900～189,600 

２０２５ 175,700～197,000 

２０４０ 179,200～200,800 

医師の需要推計 （１）臨床に従事する医師-１ 
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※２  

 ○ 医師数は、三師調査・医療施設調査等から算定する。（三師調査における、病院で臨床に従事している医師数に着目する。
次に、医療施設調査（常勤換算）において、一般・療養病床（精神病床以外）、精神病床それぞれに勤務する医師数の比を
算出し、三師調査の結果を按分することで、病院の一般・療養病床、精神病床それぞれで臨床に従事する医師数を推計す
る。同様に、三師調査において、診療所で臨床に従事している医師数に着目する。次に、医療施設調査（常勤換算）におい
て有床診療所、無床診療所のそれぞれに勤務する医師数の比を算出し、三師調査の結果を按分することで、有床診療所、
無床診療所それぞれで臨床に従事する医師数を推計する。） 

 ○ 一般病床・療養病床の病床あたり医師数を「高度急性期、急性期、回復期、慢性期」の４つの医療機能に「現状の病床機
能報告制度等を活用する方法」を用いて按分する。（後述） 

 ○ 精神病床の病床あたり医師数は、 ３つの区分に按分する。具体的には、 「精神科医療の機能分化と質の向上等に関す
る検討会」における「今後の方向性に関する意見の整理」（平成24年6月28日）を踏まえ、 「入院期間が３か月未満について

は、一般病床と同等の配置」、「３か月以上については、現在の精神病床と同等の配置」として按分する。病床当たり医師数
は、現在の精神病床と同等の配置を１とすると、一般病床と同等の配置は３となる。 

 ○ 精神病床において、３つの区分を行わず、精神病床を一体として患者数を推計し、近年の受療率の推移（変化率）を反映
した場合の推計も今後行う。 

 

※３ 高度急性期・急性期の平均労働時間が、将来においては、一定程度短縮することを見込む。（後述） 

医師の需要推計 （１）臨床に従事する医師-２ 

入院医療（一般病床・療養病床（①）・精神病床 （②） ） 【 続き 】 
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医師の需要推計 （１）臨床に従事する医師-３ 
   一般病床・療養病床における医療需要（病床数）あたり医師数 

○ 一般病床及び療養病床における「医療需要あたり医師数」については、高度急性期、急性期、回復期、慢性
期の４つの医療機能ごとに設定。 

○ 「一般病床及び療養病床において、臨床に従事する医師数」を高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４つ
の医療機能に按分し、４つの医療機能ごとの病床数で除することで、４つの医療機能ごとの「医療需要あたり
医師数」を推計する。 

○ 高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４つの医療機能に按分する方法については、現状の病床機能報
告制度を活用する方法を用いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 ⇒ 結果の比 ①：②：③：④＝4.8 ： 2.7 ： 1.5 ： 1.0  （④慢性期を1.0とした場合） 
（参考） 地域医療構想における医療資源投入量を用いて按分する方法について 

  高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４つの医療機能に按分する際に、地域医療構想における４機能ごとの医療資源投入量（診療行為を診療
報酬点数に換算して合計したもの）に比例して医師数が配置されていると仮定して按分を行う方法もある。 

  （結果は、①：②：③：④＝15.9 ： 4.0 ： 2.1 ： 1.0となる ④慢性期を1.0とした場合） しかしながら、医療資源投入量には、医師以外の医療従

事者の人件費等が含まれており、そのまま用いるのではなく、医療資源投入量における医師の人件費がどの程度の割合であるか等を考慮する
必要等があるため、今回の推計では現状の病床機能報告制度を活用する方法を用いる。 

(４機能別病床100床あたり医師数) 

病床機能報告制度の具体的な活用方法 

高度急性期 全ての病棟が「高度急性期」と報告した病院※の医師数  ÷ 当該病院の病床数 ① 

急性期 全ての病棟が「急性期」と報告した病院※の医師数  ÷ 当該病院の病床数 ② 

回復期 全ての病棟が「回復期」と報告した病院の医師数  ÷ 当該病院の病床数 ③ 

慢性期 全ての病棟が「慢性期」と報告した病院の医師数  ÷ 当該病院の病床数 ④ 

※ 大学附属病院を除く 
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将来の 
医療需要 

医療需要 
あたり 

医師数 

○推計方法 

将来の医師
の需要推計 

入院外の医療（無床診療所部分；外来医療（③）・訪問して行う診療（④）） 

将来の 

外来患者数※１ 

（訪問して行う診療※２を含む） 

患者１人あたり 

医師数※３ 

将来の医師
の需要推計 

医師の需要推計 （１）臨床に従事する医師-４ 

※１  
 ○ 病院及び有床診療所の医師は、入院医療とともに、外来医療（在宅医療等含む。）にも対応を行っている。この外来医療需

要（病院及び有床診療所の外来需要）については、入院医療需要と同様に推移すると仮定し、「一般病床及び療養病床にお
いて臨床に従事する医師数」として「一般病床及び療養病床」において（一体として）推計する。 

 ○ 将来の外来患者数については、直近の患者数（レセプトデータに基づき、初・再診料を算定している患者数（往診・訪問診
療等を含む）を年齢階級別に人口で除して、年齢階級別受療率を推計した上で、将来の人口構成の推移と近年の受療率の
推移（変化率）を年齢階級別に反映して推計する。 

※２  
 ○ 訪問して行う診療の対象患者数は、直近の患者数のうち、訪問して行う診療患者数（往診料（緊急往診等を含む）・訪問診

療料を算定する患者数）を用いて推計する。（全ての無床診療所の外来患者数のうち、訪問して行う診療の患者数はおよそ
1.4％） 

 ○ 地域医療構想における、「将来（2025年）、介護施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等で追加的に対応する患者数」29.7
万人を加えたものとする。 

 

※３ 三師調査において、診療所で臨床に従事する医師数に着目する。次に、医療施設調査（常勤換算）を用いて、有床診療所、
無床診療所のそれぞれに按分することで、有床診療所、無床診療所それぞれで臨床に従事する医師数を推計する（訪問して
行う診療部分を含む。）。 

年 医師の需要推計 うち訪問して行
う診療分 

 ２０１４ 89,200 1,300 

２０２５ 94,300～94,700 1,800 

２０４０ 90,100～90,800 1,800 
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将来の 
医療需要 

医療需要 
あたり 

医師数 

○推計方法 

将来の医師
の需要推計 

⑤ 介護老人保健施設 

将来の施設の 

入所者数※１ 

入所者数あたり 

医師数※２ 

医師の需要推計 （１）臨床に従事する医師-５ 

※１ 直近の介護老人保健施設の年齢階級別入所者数（介護給付費実態調査に基づく）を年齢階級別人口で除して、年齢
階級別の入所率とした上で、将来の人口構成を反映して推計する。 

 
※２ 三師調査における、介護老人保健施設に勤務している医師数から推計する。 
 

年 医師の需要推計 

 ２０１４ 2,700 

２０２５ 3,800 

２０４０ 4,200 

将来の医師
の需要推計 
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需要の推計において勘案した事項 

• 需要推計においては、次の項目について幅を持って推計 

考え方等 上位 中位 下位 

①労働時間の
適正化の見
込み方 

高度急性期・急性期に従事する医師の労働
時間の適正化分を幅を持って見込む。 
（「勤務医の就労実態と意識に関する調査」
（平成24年）等における労働時間を基に算
出） 

56.6 時間 
 → 45.7 時間 
 
※医師が1.24倍必要 
※臨床従事医師全体

では、45.6時間 

56.6 時間 
 → 51.1 時間 
 
※医師が1.11倍必要 
※臨床従事医師全体

では、48.0時間 

 
56.6 時間 

 → 53.9 時間 
 
※医師が1.05倍必要 
※臨床従事医師全体

では、49.1時間 

 

②精神病床の
入院需要の
年次推移 

「患者調査」や「社会医療診療行為別調査」
に基づき、近年の受療動向の推移（変化率）
について、幅を持って推計する 

近年の入院受療率の推移（変化率）の幅を、 
０．９～１．１倍にして延伸 
（中位推計は、１．０倍） 

③外来需要等
の年次推移 

「患者調査」や「社会医療診療行為別調査」
を基づき近年の受療動向の推移（変化率）
について、幅を持って推計する 
 

外来受療率等の推移（変化率）の幅を 
０．９～１．１倍にして延伸 
（中位推計は、１．０倍） 
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労働時間の適正化の見込み方 

  直近※４ 将来 

 病院全体※１ 53.2 （45.7） 

  病院（精神病床除く） ※１ 53.9※５ （45.7） 

   うち、高度急性期・急性期※１ 

 
 

56.6
※６ 

（上位推計） 

 他の病院・診療所と同レベル
（加重平均45.7時間）まで低
下するとする 

（中位推計） 

 他の病院・診療所との差が 
５０％縮小とする 

（下位推計） 

 他の病院・診療所との差が 
２５％縮小とする 

（上位推計） 45.７ 
 

（中位推計） 51.1  
 

（下位推計） 53.9 
   うち、回復期・慢性期※１ 45.7※７ 

直近値と 
同じ値を 
用いる 

  病院（精神病床）※１ 45.0※８ 

 診療所※２ 45.8 

 介護老人保健施設※３ 38.5 

＜週当たり勤務時間の状況＞ 

※１ 勤務医の就労実態と意識に関する調査 2012年9月 （（独）労働政策研究・研修機構）による。常勤および非常勤を含む。 
※２ 医師需給に係る医師の勤務状況調査 2006年3月（国立保健医療科学院政策科学部）による。常勤のみ。 
※３ 介護老人保健施設の管理医師の有効活用による医療と介護の連携の促進に関する調査研究事業（平成26 年3 月公益社団法人全国老人保健施設協会）による 
※４ 主たる勤務先の勤務時間に、他の医療機関における勤務時間（病院全体は6.6時間、診療所は6.4時間）を加えたもの。老健施設は加えていない。 
※５ 病院全体から、精神病床を除いたもの（加重平均） 
※６ 病院全体から、精神病床、回復期・慢性期を除いたもの（加重平均） 
※７ 「急性期でも救急指定病院でもない」と回答した病院の平均値 
※８ 従事する診療科が「精神科」とした者の平均値 

（時間） （時間） 

平成28年３月31日 第４回 
医師需給分科会 資料１（改） 

10 



１．医師の需要推計について 
  （２）臨床以外に従事する医師 
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2040年には 13,100＋α人前後 

医師の需要推計①（臨床以外に従事する医師） 
○ 臨床以外に従事する医師については、研究領域、産業医業務、製薬業界、国際分野等のそれ
ぞれの分野ごとに推計し、医師数については、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8
とする等）して推計する。 

① 医育機関等に従事する医師 
・ 全国医学部長病院長会議が実施のアンケート調査を踏まえ、2025年まで

に、20％の増加を見込み、その後は維持 

② 産業医業務に従事する医師 
・ 産業医業務に従事する医師数は年々増加傾向にあり、現行の増加傾向を、
2025年、2040年まで延長 

③ 行政機関に従事する医師 
・ 現状の定員を2025年までに充足し、保健医療政策人材について、さらに
2040年までに20％の増加を見込む 

④ 製薬業界に従事する医師 
・ 製薬業界の医師数（人口当たり）が、2025年までに最高水準のドイツ並み
（約３倍）にし、さらに2040年までに20％の増加を見込む 

⑤ 国際分野に関連する医師 
・ 国際保健政策を形成するリーダーや、国際的に脅威となる感染症対策強

化のため、2020年までに500名となるような増加を見込み、2025年までに
20％の増加、さらに2040年までに20％の増加を見込む 

＜分野別の課題、推計方法＞ 

⑥ その他の分野 
・ 社会保険診療報酬支払基金や血液センター等に従事する者について、医

療需要の増加等に伴う分として、2040年までに20％の増加を見込む 

＜現状数※（約8,640人）＞ 

4,700人 

1,500人 

1,600人 

約420人 

約260人 

約250人 

＜2040年推計値※ ＞ 

5,600人 

2,740人 

2,170人 

1,570人 

670人＋α 

350人 

（１．２  倍） 

（１．８  倍） 

（１．４  倍） 

（３．７ 倍） 

（２．６ 倍） 

（１．４ 倍） 

（１．５ 倍） 

※現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8とする等）して算出している。 12 
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臨床以外に従事する医師の推計 

１．推計の対象 
・ 医師・歯科医師・薬剤師調査で集計する「医療施設従事する医師」以外を基本とする 

・ 介護・福祉分野については、地域医療構想の中で慢性期機能及び在宅医療等の患者
数として一体的に推計するため、介護老人保健施設の従事者については、臨床に従事す
る医師に含める 

平成２６年医師・歯科医師・薬剤師調査 現状 推計の対応 

医療施設以外の従事者数   
介護老人保健施設 3,230人 

無職 1,850人 

その他 704人 

医育機関等の従事者※1 4,999人 

産業医 994人※２ 

行政機関 1,661人 

保健衛生業務（民間企業、国際協力等を含む） 922人 

14,360人 推計対象の合計8,576人 

※１ 医育機関の臨床系以外の大学院生、勤務者及び医育機関以外の教育医機関又は研究機関の勤務者 
※２ 医師・歯科医師・薬剤師調査の「主たる業務内容」が「産業医勤務」で集計すると1,601人 
   （医療施設に従事する医師の中に産業医として従事する者がいるため） 

臨床以外に従事する 
医師として推計 

臨床に従事する医師として推計 

今回の検討では 
推計に含めない 

13 
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臨床以外に従事する医師の推計 － ① 

医育機関等に従事する医師 
推計にあたっての考え方 
 

① 医師・歯科医師・薬剤師調査における、「医育
機関の臨床系以外の大学院生、勤務者及び医
育機関以外の教育医機関又は研究機関の勤務
者」は、5,000人前後で推移。 

  このうち、医育機関の医師数は減少傾向。 
 
② 全国医学部長病院長会議が実施したアンケー

ト（※）では、望まれる基礎医学の教員数は 
  「現状より20％増」としている。 

4,151  4,049  3,965  
3,695  3,679  3,578  3,533  

1,223 1,211 
1,354 

1,528 1,586 1,498 1,466 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 

医育機関 医育機関以外 

※ アンケート調査について 

 全国医学部長病院長会議「医学部大学院のあり方検討委員会」が、平成２８年２月
に「研究に関わる医師の必要性に関するアンケート」を実施。 
 有効回答率は８０．０％（６４／８０校、平成２８年３月１日現在）。 

上記を踏まえ、今後２０％増加した場合で推計 

4,700人 

（現状数※） 

5,600人 

（将来推計数※ ） 

※現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8とする等）して算出している。 14 
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臨床以外に従事する医師の推計 － ② 

産業医業務に従事する医師 

580 
690 

750 
889 941 953 994 1,007  

1,115  

1,286  
1,415  1,456  

1,535  
1,601  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 

産業医 産業医業務 

推計にあたっての考え方 
 

① 平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査で、
主たる業務内容が「産業医業務」は1,601人。 
年々、増加傾向。 

 
② 労働者数が常時1,000人以上の事業場（※）

数は約1,700ヶ所 
 

※専属の産業医を選任する必要のある事業場 
 出典：総務省 平成26年経済センサス－基礎調査 

上記を踏まえ、現在の増加傾向を延長した場合で推計 

1,500人 2,740人 

（将来推計数※ ） 

※現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8とする等）して算出している。 

（現状数※） 
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臨床以外に従事する医師の推計 － ③ 

行政機関に従事する医師 

推計にあたっての考え方 
 

① 矯正医官※１の現員は257人（定員328
人）、検疫所医師の定員は78人、地方自治
体の公衆衛生医師の現員は1,068人（定員
1,241人）、厚生労働省等に勤務する医師
（現員292人）など。 

 
 
② 自治体の政策立案・遂行能力の向上が不

可欠であり、保健医療政策人材の育成、確
保等を行う必要がある（「保健医療2035」よ
り）ことから、定員を充足した上で、さらに 

 ２０％の増加を見込む。 

1,896 

1,849 
1,822 

1,743 

1,669 
1,688 

1,661 

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 

行政機関 

上記を踏まえ、定員を充足した上で、さらに２０％増加した場合で推計 

1,600人 2,170人 

（将来推計数※２ ） 

※１ 業務としては臨床に従事しているが、行政機関に従事する 
  医師として整理 

※２ 現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8とする等）して算出している。 

（現状数※２） 
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99 
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291 294 

0
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2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2013 2014

製薬企業（外資） 製薬企業（国内） CRO

大学・研究機関 官公庁等 コンサルタント 

医療関係等 

日本製薬医学会会員の年次推移 推計にあたっての考え方 
 

① 日本製薬医学会の会員数は、2000年から増
加傾向にあったが、近年はほぼ横ばい 

 
② 日本製薬医学会の会員数を基に、日本全体

の製薬業界の医師数を約450人と推計 
 
③ IFAPP（国際製薬医学医師連合）に所属する

医師数を参考に、製薬業界に従事する医師の
需要を、世界最高水準のドイツ並みに見込む 

臨床以外に従事する医師の推計 － ④ 

製薬業界に従事する医師 

1,295  

1,103  

550  515  500  
420  

207  200  
126  108  104  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

IFAPP（国際製薬医学医師連合）に所属する 
各国の会員数の比較（2008年） 

約420人 

（将来推計数※1 ） 

約1,570人 

上記を踏まえ、医師数の需要を見込む 

（※１） 

※１：現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8とする等)して算出している。   ※２：会員に占める医師の割合は約７割 

約1,310人 
約３倍 ＋20％ 

（2025年※ 1 ） （現状数※1） 

人口 製薬業界の医師 人口に占める 医師数 

① ② ②/① ＜参考＞ 

日本 127.1 450 3.54 311 

ドイツ 82.7 907 10.96 470 

3.1 

割合 （100万人） の数（推計） （千人） 
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推計にあたっての考え方 
 

「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画～絶え間
ない感染症の脅威に挑戦する日本のアクション～」 

（平成２８年２月９日国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議）
において、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

とされた。上記を踏まえ、 

臨床以外に従事する医師の推計 － ⑤ 

国際分野に関連する医師 
国際保健に関する懇談会 
大西健丞 アジア・パシフィック・アライアンスCEO 
尾身 茂 独立行政法人地域医療機能推進機構（JCHO）理事長 
近藤 克則 千葉大学予防医学センター社会予防医学研究部門教授 
渋谷 健司 東京大学大学院医学系研究科国際保健政策学教授 
田瀬 和夫 デロイト・トーマツ執行役員 元国際連合本部課長 
中谷 比呂樹 慶應義塾大学先導研究センター特任教授 前WHO事務局長補 
林 玲子 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部部長 
平林 国彦 UNICEF東京事務所代表 
柳沢 香枝 独立行政法人国際協力機構（JICA）理事 

国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する
基本計画 

～絶え間ない感染症の脅威に挑戦する日本のア
クション～ 
平成２８年２月９日 
国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議 

・ 「保健医療２０３５」において掲げられ
た「グローバル・ヘルスリーダーとして、
日本が世界の保健医療を牽引する」人
材を継続して養成し、我が国がグローバ
ル・ヘルスで影響力を維持・拡大する
等、国際的組織（JICA、WHO等）に平成
32年を目途に 約500人の登録者数を目
指す（国際保健政策人材養成ワーキン
ググループからの提言） 

（現状数※ ） 

560人 

（将来推計数※ ） 

① 「国際緊急援助・感染症対策チーム」の登録希望者数 
   138名（平成27年12月22日時点） 
② WHOの邦人職員数43名 
③ その他国際機関において国際保健に関わる邦人職員数60名 
④ J-GRIDの海外研究拠点における邦人職員数41名 

31)「国際緊急援助隊・感染症対策チーム」への登録者数200名  国際保健人材政策 
人材の育成・集約者数300名 

約260人 470人 

（2020年※ ） 

670人+α 

（2025年※ ） 
＋20％ ＋20％ 

※現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の 
  仕事量を0.8とする等）して算出している。 
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保健業務 

推計にあたっての考え方 
 

① 平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査で、社会
保険診療報酬支払基金、血液センターに従事
する者は、922人（※１） 

  ※1 民間企業、国際協力等を含む 
 

② 近年の傾向としては、ほぼ横ばいであるが、今
後の医療需要の増加に伴う分（２０％）を見込む 

臨床以外に従事する医師の推計 － ⑥ 

その他の分野に従事する医師 

上記を踏まえ、現状より２０％増加した場合で推計 

■結論 
①～⑥を合計すると、 

8,640人 

（現状数※2 ） （将来推計数※2 ） 

13,100人+α 

約250人 

（現状数※2 ） 

350人 

（将来推計数※2 ） 

※2：現状数、推計値ともに、仕事量を考慮（女性医師や高齢医師の仕事量を0.8とする等)して算出している。    

300人 
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２．医師の供給推計について  

20 



医師の供給推計方法 

＜過去10年分のデータから算出＞ 

●国家試験合格率 ●再受験率 
●医籍登録率 ●三師調査届出率 
●医籍登録後の就業率  等 
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医籍登録後
の就業率 

医籍登録
後年数 
（年齢） 

 ・  現在の就業者数 
 ・ 今後の医学部定員    
       （9,262人） 
 ・ 仕事量 

将来の 
医師供給数 

男性医師 
就業率 

女性医師 
就業率 

○ 供給推計の方法については、第１回医師需給分科会と同様の方法とする。 
 

○ 今後の医学部定員を平成28年度の9,262人として推計を行う。 
 

○ 女性医師・高齢医師・研修医の労働時間、経験や技術の違いを考慮すべきでは
ないか、というご意見があったため、これらを仕事量として勘案する。 

平成28年３月31日 第４回 
医師需給分科会 資料１ 
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１．医師の供給推計について 
 （１）供給推計の方法 
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各年の生残率 
「無職」「不詳」以外の者の割合 

定員数 

（入学者数） 

（卒業者数） 

受験者数 

合格者数 

登録者数 

届出者数 

不合格者数 

受験率 

合格率 

登録率 

再受験率 

各年の推計医師数 

推計のフローについて 

（再受験者数） 

各年の就業率 

･･･実績値が取得できないもの 

･･･実績値が取得できるもの 
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受験率 

推計パラメータの設定について 

再受験率 

2006～2015年の受験者の受験率(2000年～2009年の入学
者に対する割合)の中央値が維持されるものと仮定 

2006～2015年の受験者の再受験率(2005年～2014年の不合格
者に対する割合)の中央値が維持されるものと仮定 

100.4% 

99.3% 

受験率＝受験者数／6年前の入学定員数 

再受験率＝既卒の受験者数／前年の不合格者数 

合格率 

2006～2015年の受験者の合格率の中央値が維持されるものと
仮定 

新卒：93.9% 既卒：58.3% 

合格率＝合格者数／受験者数 

※定員超えの入学者数分や、留学、留年など遅れて受験 
 する学生がいるため、100%を超えている 
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登録率 

推計パラメータの設定について 

2006～2015年の合格者の医籍登録率の中央値が維持されるも
のと仮定 

100.2% 

登録率＝医籍登録者数／合格者数 

2002～2012年の医師・歯科医師・薬剤師調査の医師届出票に
おける生残率(各登録後年数別の医籍登録者に対する割合)の中
央値を利用 

2002～2012年の医師・歯科医師・薬剤師調査の医師届出票に
おける業務の種別で「無職」「不詳」と回答した者を除いた割
合の中央値を利用 

生残率＝登録後年数別の届出者数／医籍登録者数 

就業率＝生残率 ×（業務の種別が「無職」「不詳」
以外の届出者数／全届出者数） 

生残率と就業率は登録後年数により変動する 

※留学や帰化などで遅れて登録する者がいるため、 
 100%を超えている 

各年の生残率 

各年の就業率 
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男女比率の設定について 

 以下のパラメータについては、男女別に設定している 

 将来推計分については、過去の男女別のデータから明らかな増

加・減少のトレンドがないと判断し、直近10年間のデータの中央

値が維持されるものとして推計している 

 

 受験者数男女比：男性68.2%、女性31.8% 2006年～2015年受験者 

 合格率：男性89.1%、女性92.5%   2006年～2015年受験者 

 医籍登録率：男性100.2%、女性100.1%  2006年～2015年医籍登録者 

 医籍登録後年数別生残率・就業率：就業率について次ページのグラフ参照 

2004年～2014年医師・歯科医師・薬剤師調査、医籍 
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医籍登録後年数別の就業率 

※2004年～2014年の医師・歯科医師・薬剤師調査（医師届出票）および厚生労働省から提供された医籍登録データを利用して作成 
※推定年齢は医籍登録後年数が0年の届出票の満年齢(12月末時点)の平均値が26.8歳であることを考慮し設定 

95.2% 

89.9% 

47.5% 

94.6% 

73.4% 

51.1% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0
(26)

3
(29)

6
(32)

9
(35)

12
(38)

15
(41)

18
(44)

21
(47)

24
(50)

27
(53)

30
(56)

33
(59)

36
(62)

39
(65)

42
(68)

45
(71)

48
(74)

51
(77)

54
(80)

57
(83)

60
(86)

63
(89)

66
(92)

69
(95)

72
(98)

就
業

率
(%

) 

医籍登録後年数（推定年齢） 

男性就業率 

女性就業率 

女性医師の 
就業率最低値 
(登録後12年) 

就業率が大きく 
減衰を始める 

(登録後30年代後半) 

就業率半数 
(登録後50年) 
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１．医師の供給推計について 
 （２）女性医師等の仕事量 

28 



医師の供給推計 （２）女性医師等の仕事量-１ 

仕事量の基本的な考え方 
 

＜分科会でのご意見＞ 

女性医師・高齢医師・研修医の労働時間、経験や技術の違いを考慮すべきではないか、という

ご意見があった。 

• 30～50歳代の男性医師と、①女性医師・②60歳代以上の高齢医師とは、働き方（労働時

間）に違いがある。 

• ③研修医と研修を終えた医師とは、経験や技術に違いがある。 

 

＜仕事量の基本的な考え方＞ 

以上を数値化するため、労働時間と、経験や技術で増減する「仕事量」を定義する。 

30～50歳代の男性医師の仕事量を１とした場合の、女性医師・高齢医師・研修医の仕事量を

設定し、供給推計に反映させる。 

29 
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医師の供給推計 （２）女性医師等の仕事量-２ 

①女性医師の労働時間を踏まえた仕事量 
 

＜女性医師の仕事量の計算＞ 

 女性医師については、既婚・未婚や子どもの有無・子どもの年齢に応じて労働時間が減少する

ため、仕事量が低下していると考えて推計を行う。具体的には、第２回医師需給分科会の議論

を踏まえて仕事量を計算する。 

  ※供給推計には、就業率が加味されており、休職・離職による影響は既に考慮されている。 

 

 

 

 

 

 

 上記の「仕事量」と「女性医師に占める割合」とを掛け合わせると、79.4～80.1%となる。 

＜今回の推計での対応＞ 

 以上より、女性医師の労働時間を踏まえた仕事量が0.8であるとする。（女性の高齢医師、女性

の研修医については後述） 

  配偶者なし 
配偶者あり 

子どもなし 
子どもあり 

(中学生未満の子どもあり) 
子どもあり 

(中学生未満の子どもなし) 

仕事量 100% 90% 50% 60% 

女性医師に 
占める割合（※１） 

41.8%（※２） 20.2% 27.1～33.8%（※２） 4.2～10.9%（※２） 

※１ 出典：「女性医師の勤務環境の現況に関する調査報告書 クロス集計表」 平成21年６月 日本医師会女性医師支援センター 
※２ 「配偶者なし・子どもあり」の場合は、子育て等による働き方の違いが考えられることから、「配偶者あり・子どもあり」の分類に含めている。 

＜女性医師の仕事量と、それぞれが女性に占める割合＞ 
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医師の供給推計 （２）女性医師等の仕事量-３ 

②高齢医師の労働時間を踏まえた仕事量 
 

＜高齢医師の仕事量の計算＞ 

 高齢医師については、労働時間が一般的に短い傾向にあるため、仕事量が低下していると考

えて推計を行う。具体的には、60歳代以上の高齢医師と30～50歳代の男性医師の労働時間を

比較して、仕事量を計算する。 

  ※ 供給推計には、就業率が加味されており、定年・退職による影響は既に考慮されている。 

 病院勤務医については、60歳代以上の医師の平均労働時間（42.0時間）と、30～50歳代の男

性医師の平均労働時間（54.4時間）とを比較した場合、60歳代以上の医師は30～50歳代の男

性医師の0.77倍。  出典：勤務医の就労実態と意識に関する調査 平成24年９月独立行政法人労働政策研究・研修機構 

 診療所医師については、60歳代以上の医師の平均労働時間（42.2時間）と、30～50歳代の医

師の平均労働時間（46.7時間）（※）とを比較した場合、60歳代以上の医師は30～50歳代の医

師の0.90倍。                    出典：「医師数・患者数等医療需要調査 報告書」 平成23年５月 秋田県 

  ※ 同調査では性・年齢別の平均労働時間のデータが示されておらず、30～50歳代の男性医師の平均労

働時間の代わりに30～50歳代の医師の平均労働時間と比較した。          

＜今回の推計での対応＞ 

 以上より、60歳以上の高齢医師の労働時間を踏まえた仕事量が0.8であるとする。 

  ※ 女性の高齢医師については、60歳以上の場合、子育て等による働き方の違いはないと考えられるた

め、男性の高齢医師と同等として供給推計に反映させる。 31 
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医師の供給推計 （２）女性医師等の仕事量-４ 

③研修医の経験や技術を踏まえた仕事量 
 

＜分科会でのご意見＞ 

 これまでの分科会で、研修医の仕事量についても考慮すべき、というご意見があった。 

• 研修医については、労働時間は短くはないが、診療の経験が少なく、技術も取得途上にあ

ることから、仕事量が少ないと考えられる。 

 

＜今回の推計での対応＞ 

 研修医の仕事量に関して根拠となるデータはないが、分科会でのご意見を踏まえ、 仮に以下

のように仕事量を設定する。 

 １年目の研修医については、医学部を卒業して間もなく、基本的な診療能力が十分身について

いないことから、仕事量を大幅に低く見積もり、仮に0.3とする。 

 また、２年目の研修医については、１年目の研修医と比較して仕事量が増加していると考え、

仮に0.5とする。 

 ※ 女性の研修医については、男性の研修医と同等として供給推計に反映させる。 

 ※ 研修を終了した20歳代の男性医師は、30～50歳代の男性医師と同等として供給推計に反映させる。 
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医師の需給推計の結果について 
１ 需要推計について （下位～上位） 注）端数処理（四捨五入）の関係で、合計が一致しないことがあります。 

○需要推計について（万人） ２０１４年 ２０２５年 ２０４０年 

２７．７～３０．０  ２９．２～３１．４ ２９．２～３１．５ 

（１）臨床に従事する医師について（人） ２０１４年 ２０２５年 ２０４０年 

 合計 
269,000～

291,700 
281,000～

303,100 
279,200～

301,800 
   ①入院医療（一般病床・療養病床） 166,900～189,600 175,700～197,000 179,200～200,800 

   ②入院医療（精神病床） 10,000 7,300～7,500 5,700～6,000 

   ③外来医療 （④訪問診療等を含む） 89,200 94,300～94,700  90,100～90,800  

   ⑤介護老人保健施設 2,700 3,800 4,200 

（２）臨床以外に従事する医師について（人） ２０１４年 ２０２５年 ２０４０年 

 合計 8,640 11,620 13,100 
   ①医育機関等の研究分野 4,700 5,600 5,600 

   ②産業医業務 1,500  2,050 2,740 

   ③行政機関等 1,600 1,810 2,170 

   ④製薬業界 420 1,310 1,570 

   ⑤国際保健分野 260 560 670 

   ⑥その他の分野 250 300 350 

２ 供給推計について 

○供給推計について（万人） ２０１５年 ２０２５年 ２０４０年 

２７．４ ３０．３ ３３．３  33 
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33.3  

31.5  

29.9  

29.2  

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

2015 2020 2025 2030 2035 2040

供給推計 

需要推計（上位） 

需要推計（中位） 

需要推計（下位） 

（万人） 

2040年には、
約１．８万人程
度、供給が需
要を上回る。 

 医師需給は、中位推計においては、2024年（平成36年）頃に、上位推計においては、2033年（平成45年）頃に均衡すると
推計される。なお、いずれの場合も需給が均衡した後は、将来人口の減少により、医師の需要は減少すると考えられる。 

 供給推計  今後の医学部定員を平成28年度の9,262人として推計。 

 需要推計 （上位推計）様々な前提・仮定（※）のうち、最も医師の需要推計が大きくなる組み合わせで行った推計 

         （下位推計）様々な前提・仮定（※）のうち、最も医師の需要推計が小さくなる組み合わせで行った推計 

 ※ 精神病床の入院受療率、外来医療の受療率、労働時間について幅を持って推計（別紙参照） 

 ※※ 女性医師、高齢医師、研修医については、それぞれ働き方等を考慮し、30～50歳代の男性医師を１とした場合に、 

女性医師０．８、高齢医師０．８、研修医１年目０．３、研修医２年目０．５として推計 

 

 2033年頃に約32万人で均衡 
2024年頃に約30万人で均衡 

医師の需給推計の結果について 

※今後の議論を踏まえ、
推計結果は変更しうる。 34 
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医学部定員について 
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8,280人 
（昭和56～59年度） 

7,625人 
(平成15～19年度) 

（人） 

昭和57年 
閣議決定 

「医師については 
全体として過剰を 

招かないように配慮」 

昭和48年 
閣議決定 

 

「無医大県解消構想」 

○医学部の入学定員を、過去最大規模まで増員。 

 （平成19年度7,625人→平成28年度9,262人（計1,637人増）） 

医学部入学定員の年次推移 

昭和 平成 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

7793 8486 8846 8923 8991 9041 9069 9134 9262 

平成28年度 

9,134→9,262人 
【128人増】 

36 



H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

(2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021)

7,625 7,793 8,486 8,846 8,923 8,991 9,041 9,069 9,134 9,262

平成31年度増員

平成30年度増員

平成29年度増員

平成28年度増員【新成長戦略】

28人

平成27年度増員【新成長戦略】

65人

平成26年度増員【新成長戦略】

28人

平成25年度増員【新成長戦略】

50人

平成24年度増員【新成長戦略】

68人

平成23年度増員【新成長戦略】

77人

平成22年度増員

【経済財政改革の基本方針2009】

360人

平成21年度増員

【緊急医師確保対策】

 国公私立大学　189人

平成20年度増員

【緊急医師確保対策】

公立大学　23人

平成20年度増員

【新医師確保総合対策】

105人

平成21年度増員

【経済財政改革の基本方針2008】

504人

平成20年度増員【緊急医師確保対策】

40人

平成19年度定員

7,625人

平成28年度医学部新設

100人　東北医科薬科大学

年度

総入学定員

臨

時

定

員

恒

久

定

員

676

317

544

993

9,262

7,625

8,269

100

医師需給分科会中間取りまとめにおける見直し案 

平成29年度から31年度
までの追加増員 
 

→各都道府県からの追
加増員の要望に対して
は、これが本当に必要
な増員であるかどうか
について、慎重に精査
すべきではないか 

平成20・21年度から
29年度までの暫定増 
 

→当面延長することに
ついてどう考えるか 

 平成32年度以降の医
師養成数 
→今回の医師需給推計
の結果や、医師偏在対
策の効果を見極めなが
ら検討していくことと
してはどうか 

①地域枠、②研究医枠、③歯学部振替枠 

の３つの枠組みによる、平成31年度までの臨時定員増 

※平成28年度時点で①592人、②40人、③44人 

医師確保が必要な地域や診療科に医師を確保・配置するための、

平成29年度までの臨時定員増 

※都府県ごとに最大５人まで、北海道は15人まで 

医師不足県（青森、岩手、秋田、山形、福島、新潟、山梨、長野、岐阜、三重）

及び自治医科大学における、平成29年度までの臨時定員増 ※最大10人まで 

①大学が医師不足が深刻な地域や診療科の医師を確保するための実効ある取組（地域医

療貢献策）を講ずることを前提とした恒久定員増 

②歯科医師養成過程を有する私立大学が、歯科医師養成過程の入学定員を平成10年度比

で10%を超えて削減する場合、教育上支障のない範囲での当該削減数分の恒久定員増 

医師養成総数が少ない県（神奈川、和歌山）における恒久定員増 ※各県20人まで 

※【】内の閣議決定等に基づき、医学部入学定員の増員を行ってきた。 37 



これまでの臨時定員増に係る都道府県及び大学等の取組（１） 
○ 「新医師確保総合対策」 地域医療に関する関係省庁連絡会議 （平成18年８月31日 ） 
 医師不足県における暫定的医師養成増について（抄）  
 

①  対象県、期間、増員幅 
○  地域における医師不足の現状にかんがみ、将来の医師の養成を前倒しするとの趣旨の下、②から④までに掲げる条件の下、

下記の表に掲げる１０県において、最大１０人、期間は平成２０年度からの最大１０年間に限り、現行の当該県内における医師の
養成数に上乗せする暫定的な調整の計画を容認する。 

 
対象県の基準：平成16 年の人口10 万対医師数が200 未満  ただし、同年の100 平方Km当たり医師数60 以上の県を除外 
 

対象県： 青森、岩手、秋田、山形、福島、新潟、山梨、長野、岐阜、三重 
 

 

注：全国の人口10 万対医師数211.7、東京及び大阪を除く全国の100 平方Km当たり医師数59.1 
 

② 県が講ずべき措置 
 

 ア 当該県の増員後の医学部定員の５割以上の者を対象として、同一県内又は医師不足県での特に医師確保が必要な分野（救  
  急医療等確保事業）における一定期間の従事を条件とする奨学金の設定。この場合、地元出身者以外の奨学金被貸与者の割 
  合の上限は６割とする。 
 

 イ 養成増を必要とする県が、奨学金を貸与する医師の卒業後の活用・配置の計画を策定し、国（厚生労働省）に協議 
 

 ウ 地域に必要な医師の確保の調整も含めた医療計画と医療費適正化計画の国への事前協議 
 

③ 県の措置の実施状況が②のア～ウに適合しなくなった場合は、養成増の必要性が見直されたものとみなす。 
 

④ 暫定的な養成数の調整を行った県において、養成増に見合って医師の定着数の増加が図られたと認められる場合に限り、前倒 
 しの趣旨にかかわらず、当該暫定措置の終了後も、当該県における現行の養成数（暫定措置を講じる前の養成数）を維持できる 
 こととする。 
 

⑤ これらの方針の下での当該県の取組を前提として、関係審議会において、大学の具体的な定員の在り方について検討を行った 
 上で大学の定員増の審査を行う。 
 

⑥ 定員増を申請する大学は、地域医療を担う医師養成のプログラムを策定し、実施するものとする。 

平成20～29年度までの臨時定員増105人 

38 



これまでの臨時定員増に係る都道府県及び大学等の取組（２） 
○ 「新医師確保総合対策」 地域医療に関する関係省庁連絡会議 （平成18年８月31日 ） 
 自治医科大学の暫定的定員増に係る枠組みについて（抄）  
 
 
 

（１）全国知事会及び自治医科大学において検討する、地元定着率の向上策等更なる地域医療貢献策への取組（※）が適切である
場合において、最大１０人、期間は平成２０年度からの最大１０年間に限り、定員に上乗せする暫定的な調整に係る申請を容認す
る。 

 

（※）地域医療支援中央会議による緊急医師派遣等の枠組みへの参加を含む。 
 
（２）この場合において、医学部生の暫定的な定員増は、医師不足が認められる都道府県に対し行うものとする。 
 

（３）全国知事会及び自治医科大学は、地域医療貢献についての計画を作成し、その計画について定期的に検証することとし、当該
計画の内容・実施状況が不適切であることが明らかになった場合は、定員増の必要性がなくなったものとみなす。 

平成20～29年度までの臨時定員増105人 
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○ 「緊急医師確保対策」に関する取組について   地域医療に関する関係省庁連絡会議 
（平成19年８月30日 ） 

  
 
 
１． 医師確保が必要な地域や診療科に医師を確保・配置するための緊急臨時的な医師養成増  
 

 地域における医師不足の状況にかんがみ、将来の医師の養成を前倒しするとの趣旨の下、下記の条件等により、現行の都道府
県内の医師の養成数に上乗せする暫定的な調整計画を容認する。 
 

（１） 対象となる県  
 全都道府県  
 

（２） 医師養成増数の上限  
 都府県ごとに最大５名まで（ただし、北海道は15名まで）  
 

 

（３） 都道府県の講ずるべき措置等  
 

・都道府県は、都道府県知事の指定する医師確保が必要な医療機関で原則として９年間以上従事することを返還免除の条件とす
る奨学金（学費及び生活費相当額）を設定する。  
 

・当該都道府県は、上記奨学金を活用した医師の確保・配置に資するよう、地域医療を担う医師を養成するためのプログラムの策
定・実施を大学医学部に依頼する。  
 

・当該都道府県の取組を前提として、関係審議会において、大学の具体的な定員の在り方について検討を行った上で大学の定員
増の申請の審査を行う。  
 

・暫定的な養成増を行った都道府県において、養成増に見合って医師の定着数の増加が図られたと認められる場合には、前倒しの
趣旨にかかわらず、当該趣旨の終了後も、当該都道府県の現行養成数（暫定措置を講じる前の養成数）を維持できるものとする。 
 

（４） 養成増の期間 
 平成21年度（可能であれば平成20年度）から最大９年間（平成20年から実施の場合は10年間。終期を前回の医師養成増とそろえ
るという考え方）  

これまでの臨時定員増に係る都道府県及び大学等の取組（３） 

平成20・21～29年度までの臨時定員増212人 

 医師確保が必要な地域や診療科で勤務する医師の養成の推進について （抄） 
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これまでの臨時定員増に係る都道府県及び大学等の取組（４） 

○ 「経済財政改革の基本方針2009」以降（例：地域の医師確保からの平成28年度からの医学部入学 
 定員の増加について（文部科学省高等教育局長・厚生労働省医政局長通知）（抄））  

（平成27年７月21日 ） 
 
１．入学定員増に関する今年度の方針 
（１）地域の医師確保のための入学定員増 

地域の医師確保に係る奨学金を活用し、地域医療等に従事する明確な意思をもった学生の選抜枠を設定し医師定着を図ろうと
する大学又は自治医科大学の入学定員について、各都道府県につき原則１０名を上限（自治医科大学は、大学として１０名を上
限）に増員を認める。 

 
（２）研究医養成のための入学定員増 

基礎医学及び社会医学に関する研究医養成拠点として相応しい実績を有しており、かつ、教育研究に係る共同利用拠点等の優
れた教育研究資源を活かして、複数大学の連携により社会的要請の強い研究医養成拠点を形成しようとする大学であって、研究
医養成の観点から学部・大学院教育を一貫して見通した特別コース及び研究医定着のための奨学金を設ける大学の入学定員に
ついて、１大学につき原則累積３名を上限（本年度については全大学で原則総数１０名以内）に増加を認める。 

 
（３）歯学部入学定員の削減を行う大学の特例 

医・歯学部を併せ有する大学については、歯学部入学定員を減員する場合、当該減員数の範囲内で一定割合の医学部入学定
員の増加（１大学につき１０名以内）を認める。 

 
２．大学、都道府県が講ずる措置 
（１）大学が講ずる措置 

  １（１）の入学定員増について、大学は、都道府県と連携し、地域医療等に従事する明確な意思をもった学生の選抜枠を設定す
ること。自治医科大学について、定員増は医師不足が認められる都道府県に対し行うものとすること。 

 

１（２）の入学定員増について、大学は、複数大学の連携によるコンソーシアムを形成し、また、入学定員増加開始年度から研究
医養成の観点から卒後・大学院教育を一貫して見通した特別コース（増員数の倍以上）を設定し適切に履修者を確保するととも
に、卒後一定期間の研究医としての従事を条件とする奨学金を設定すること。 

平成22～31年度までの臨時定員増676人（平成28年時点） 
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これまでの臨時定員増に係る都道府県及び大学等の取組（５） 

○ 「経済財政改革の基本方針2009」以降（例：地域の医師確保からの平成28年度からの医学部入学 
 定員の増加について（文部科学省高等教育局長・厚生労働省医政局長通知）（抄））  

（平成27年７月21日 ） 
 
 
（２）都道府県が講ずる措置 

   １（１）の入学定員増について、都道府県は、地域の医師確保等に関する計画及び「地域における医療及び介護の総合的な確
保の推進に関する法律」（平成元年法律第64号）第４条に規定する都道府県計画（以下「都道府県計画」という。）等に当該入学定

員の増加を位置づけ、大学と連携し卒後一定期間の地域医療等の従事を条件とする奨学金を設定すること。（自治医科大学におけ
る増員を除く。） 
 
３．（略） 
 
４．入学定員増の期間 

増員期間は４年間（平成３１年度まで）とし、平成３２年度以降の取扱いについては、当該時点における医師養成数の将来見通し
や定着状況を踏まえて判断する。 

平成22～31年度までの臨時定員増676人（平成28年時点） 
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